
  

 

 

 

Celonis, K.K. マスターサービス契約－ 株式会社

定義

本契約において使用する定義はすべて、付属書類 に定め

るとおりとする。

契約及び範囲

本一般条件及び承諾済みの発注書を、貴社と当社との間に

おける本契約とする。該当する発注書に記載される貴社によ

る本サービス（クラウドサービス、オンライントレーニングクラ

ウド、サポートサービス及び／又はプロフェッショナルサービ

スを含む場合がある。）へのアクセス及びその利用は、本契

約に準拠する。

付属書類 に定める追加条件は、当社によるプロフェッショ

ナルサービスの提供に適用される。

貴社は、当社から提示された本一般条件を参照する発注書

に署名することにより、又は「承諾する」ボタン若しくはこれに

類する電子的な承諾手段を通じて承諾の意思表示をするこ

とにより、発注書を承諾し、本契約によって拘束されることに

同意する。

提供

貴社がクラウドサービスについての発注書を承諾した後、当

社は、貴社がクラウドサービスにアクセスし、これを利用する

ために必要となるすべての情報を メールにより提供する。

これに代えて、当社はその裁量により、別の方式を利用して

貴社に情報へのアクセスを与えることもできる。ただし、かか

る別の方式が貴社によるクラウドサービスへのアクセス又は

その利用に影響を与えないことを条件とする。

クラウドサービスは、貴社が（ 条に定めるとおり）当社の発

注書を承諾し、当社が 条に定める義務を完了した日をも

って貴社に提供される（及び、提供されたものとみなされ

る。）。

貴社が個別の発注書を使用せず ウェブサイト又は

「デジタルコンサルティングブロック」のようなクラウドサービス



  

 

 

から直接オンライントレーニングクラウドを注文した場合、オ

ンライン上の貴社の注文が「発注書」とされ、 条による発

注書の自動更新は適用されない。

サポートサービス

当社は、クラウドサービスの一環としてサポートサービスを提

供し、サポートサービスについては、本契約の一部を構成す

るサポートサービス概要書に記載される。オンライントレーニ

ングクラウドに関して提供されるサポートサービスについて

は、個別の本説明書類に記載される。

貴社のアクセス権及び義務

当社は、本サービス及び本説明書類に関するすべての権利

（知的財産権を含むが、これに限定されない。）の排他的な

所有者であり、今後もそれらの排他的な所有者であり続け

る。貴社は、サブスクリプション期間にわたり、貴社及び貴社

の関連会社の内部における使用（第三者データの分析を明

示的に除く。）を目的としてクラウドサービスを利用し、これら

にアクセスするための譲渡不能な権利を与えられるものとす

る。オンプレミスコンポーネントがある場合には、その使用は

関連するクラウドサービス専用であり、貴社は、オンプレミス

コンポーネントを他のいかなる目的にも利用してはならない。

オンプレミスコンポーネントは、当社による場合を除き、一切

変更又は改変されてはならない。貴社は、当社が提供する最

新バージョンのオンプレミスコンポーネントを利用しなければ

ならない。貴社は、そのユーザー及び関連会社による本契約

に違反したすべての作為及び不作為について責任を負う。し

たがって、貴社は、すべてのユーザー及び関連会社に、貴社

によるクラウドサービスへのアクセス及びその利用に適用さ

れる本契約の条件について認識させるものとする。



  

 

 

貴社による本サービスの利用は、該当する発注書のメトリク

スに従って制限される。メトリクスに関する定義は、本契約の

一部として適用されるメトリクス定義に含まれる。

貴社は、 貴社の顧客データへのインターフェースを利用可

能にすること及びクラウドサービスへの当該顧客データのア

ップロードについて単独で責任を負い、 貴社のネットワー

ク接続及び通信手段の調達及び維持並びに当該ネットワー

ク接続又は通信手段に起因又は関連するすべての問題、状

況、遅延及び通信障害について単独で責任を負い、また、

貴社のユーザーによるクラウドサービスへのアクセス及

びその利用に関する適切なセキュリティ基準を維持し、本サ

ービス及び／又は本説明書類への不正アクセス又はこれら

の不正利用を防止するためにあらゆる合理的な努力を行

い、かつ、当該不正アクセス又は不正利用が生じた場合には

当社に速やかにその旨を通知する。

貴社は、クラウドサービスを利用する過程において、いかな

るマルウェア、或いは 不適切なコンテンツに該当するマテ

リアル、又は 不法である若しくは違法行為を助長する、又

は違法である若しくは身体や財産に損害や傷害をもたらすマ

テリアル（顧客データを含むが、これに限定されない。）をアッ

プロード、入力、アクセス、保存、配信又は送信しないものと

する。当社は、貴社に対する責任を負うことなく、また当社の

その他の権利を損なうことなく、 貴社による本条の規定に

違反するマテリアルへのアクセスを不能にし、 当社の単独

かつ合理的な裁量により不適切なコンテンツに該当すると疑

いを抱くコンテンツを排除及び消去し、かつ／又は 条

に従って重大な違反を理由に本契約を解除する権利を留保

する。貴社は、 貴社による本条の違反及び／又は 顧客

データに起因又は関連する一切の請求、損失、損害、支出

及び諸費用（合理的な訴訟費用及び弁護士費用を含むが、

これらに限定されない。）について、当社及び当社の関連会

社を防御、補償及び免責することに同意する。

貴社は、 クラウドサービス又は本説明書類の全体又は一

部の複写、翻訳その他の変更又は二次的著作物の作成を

行ってはならず（なお、貴社は貴社内部における使用目的の

ために合理的に必要な場合には、本説明書類を複写するこ



  

 

 

とができるものとする。）、 適用法令に違反して又は違法

行為のためにクラウドサービスにアクセスし又はこれを利用

してはならず（違法に又は第三者の知的財産権に違反してデ

ータ及び情報を転送することを含むが、これに限定されな

い。）、 クラウドサービスの逆アセンブル、リバースエンジ

ニアリング、逆コンパイルを行い、又は機能、性能及び／又

はセキュリティを危険にさらし又は回避してはならず、 ク

ラウドサービスと競合する又は類似の製品又はサービスを構

築するためにクラウドサービス及び本説明書類の全部又は

一部にアクセスしてはならず、また いかなる特許について

も、本サービスがその特許の範囲内であるかを判断してはな

らない。

当社は、貴社によるクラウドサービスの利用がクラウドサー

ビスに悪影響を与える可能性があり、損害を抑えるか又は避

けるために直ちに措置を講じる必要があると合理的な判断に

よりみなした場合、貴社によるクラウドサービスへのアクセス

を一時的に制限する権利を有する。当社は貴社に対してか

かる制限について速やかに通知し、またそれが合理的であ

れば、かかる情報を事前に提供する。

当社は、貴社による発注書の制限の遵守状況を確認するた

めの技術的な機能をクラウドサービスに組み込むことができ

る。明確にするために記すと、いかなる顧客データも、これに

より当社による閲覧が可能となるものではない。さらに、当社

は、貴社に対して 日前までに書面により通知した上で、当

社の費用負担により、貴社によるクラウドサービスの利用が

本契約に適合しているかを確認するために、貴社によるクラ

ウドサービスの利用状況を監査することができる。当社は、

適格な第三者であって守秘義務を負う者に、監査の実施を

要請することができる。貴社は、貴社及びそのユーザーによ

る本契約の遵守状況の正確な評価を可能にするため、完全

かつ正確な記録を保管するものとする。貴社は、当社による

監査の実施を可能にするため、すべてのアクセス権、書類、

情報、マテリアル、従業員その他必要な情報を、当社に対し

て事前に無償で提供することを保証するものとする。当社が

貴社に対し、貴社が発注書の制限を遵守していない旨（超過

利用を含む。）を通知した場合、当社は、貴社の注文に適合



  

 

 

するように貴社による超過利用を減らすための取組みを貴社

と講じることができる。貴社が発注書の制限を遵守すること

ができないか又は遵守することを拒む場合、貴社は、超過利

用に係る請求書を支払うか又は追加の本サービスの発注書

を締結する。当社によるいかなる支払金の受領も、当社が本

一般条件、発注書又は適用法令に基づき有するその他の権

利又は救済手段を損なうものではない。



  

 

 

 

料金及び支払い

当社は、サブスクリプション料金を毎年前払いで請求する。

発注書において別途合意した場合を除き、すべての支払い

は、控除又は相殺されることなく、当社による請求日から

日以内に全額支払われなければならない。

当社が有するその他の権利を損なうことなく、当社は、支払

期限を経過した請求額が未払いである場合、 日前まで

に貴社に書面により通知することにより、貴社に責任を負うこ

となく貴社のパスワード、アカウント及びクラウドサービスの

全部又は一部へのアクセスを無効にし、関連する請求額が

未払いである間、一切のクラウドサービスを提供する義務を

負わず、かつ／又は 支払期限を超過した金額の全額が

支払われるまでの間、プロフェッショナルサービスの提供を停

止することができる。

当社が有するその他の権利を損なうことなく、当社は、支払

期限を経過した請求額が未払いである場合、支払期限を経

過した金額につき、支払期日から当社が支払を受けた日（同

日を含む。）までの間、 ヶ月当たり ％（その時々における適

用法令によりこれよりも低い金額に制限される場合には、当

該金額）により利息を課すことができる。

サブスクリプション料金は、払戻不能であり、税金を含まず、

貴社は、すべての税金について責任を負う。当社が本一般

条件に基づいて提供する本サービスに係る税金の支払いを

求められる場合、当該税金は、貴社宛てに請求され、貴社が

これを支払う。本条は、当社の所得に対する税金には適用さ

れない。

当社は、サブスクリプション料金を変更することができ、かか

る料金の変更は次の更新期間から効力を生じるものとする。

当社がサブスクリプション料金を引き上げる場合、 ％を超え

て引き上げてはならないものとする。

サービスレベル契約

サブスクリプション期間中、当社はサービスレベル契約を遵

守するために商業上合理的なあらゆる努力を行う。



  

 

 

クラウドサービスアップタイムが

連続する 暦月、又は

暦月間のうち 暦月

のいずれかに関して ％を下回った場合、貴社は、貴社の

唯一かつ排他的な救済手段として、その発生後 日以内に

当社に書面により通知することにより、影響を受けたクラウド

サービスを解除する権利を有する。当社は、該当する発注書

の期間のうち残りの期間について事前に支払われた本件料

金を貴社に払い戻す。貴社による解除は、当社が貴社から

通知を受領した暦月の末日に効力を生じる。

 

顧客データ、データ保護

貴社は、顧客データに関するあらゆる権利、権原及び権益を

有し、 顧客データの適法性、適切性及び全体性、 顧客

データの完全性、信頼性、正確性及び質、 顧客データを

利用するために必要なすべてのライセンス及び同意（もしあ

れば）の取得及び維持、並びに 貴社によるクラウドサー

ビスへの顧客データの入力について単独で責任を負う。貴社

は、 当社が当該顧客データ及び／又は情報通信に起因

又は関連する知的財産権その他の権利の侵害若しくは違反

又は適用法令の違反についていかなる責任も負わないこと、

並びに 顧客データに含まれる個人情報が適用あるデータ

保護法令を遵守して収集されたものであり、同法に従って保

存されることを了承する。

貴社は当社及び当社の関連会社に対し、 本サービスの

提供及び／又は管理に関連して、また、 条の要件に従うこ

とを条件に、クラウドサービスの改良及び／又は開発を目的

として、顧客データの利用、ホスト、送信、監視、管理、複製、

アクセス、保管及びキャッシュを行うため、並びに 必要な

場合において、当社が利用する第三者に対して本サービス



  

 

 

 

の提供に必要な範囲に限り顧客データを転送するための、

非独占的な、無償の、世界的な、かつ譲渡可能なライセンス

を与える。

サブスクリプション期間中、貴社はいつでも顧客データにアク

セスすることができる。貴社は、標準方式により顧客データを

エクスポートし及び検索することができる。エクスポート及び

検索には技術的な制約が課される場合があるが、その場

合、当社は、貴社が顧客データにアクセスできるようにするた

めの合理的な手段を確保する。貴社は、サブスクリプション

期間の満了前に、クラウドサービスからの顧客データの最終

的なエクスポートを実施するため、（関連するクラウドサービ

スに関して利用可能な場合）当社のセルフサービスエクスポ

ートツールを利用する権利を与えられる。適用法令により一

定期間保持するよう求められる場合を除き、発注書の満了

後、当社は、クラウドサービスに残っている貴社の顧客デー

タを削除又は破棄する。保持されるデータは、本一般条件の

秘密保持に関する規定に服するものとする。

当社は、顧客データのセキュリティ、機密性及び完全性を保

護するために適切な、運営上、物理的および技術的な予防

措 置 を 維 持 す る 。 そ の 詳 細 は 、

に記載すると

おりとする。当該予防措置は、顧客データへの不正アクセス

又はその不正開示を防御するための措置を含むが、これに

限定されない。

各当事者は、本契約に基づく自らの権利の行使及び義務の

履行に関連して、適用あるすべてのデータ保護法令を遵守

する。当社は、貴社が個人データを含む顧客データに関して

個人情報取扱業者として行動することを了承する。当社が本

サービスの提供において当該個人データを処理する場合、

付属書類 のデータプロセシング契約が適用される。

本 条において、「個人情報取扱業者」とは、適用あるデータ

保護法令に定められる意味を有する。

顧客データに関して第三者による法的手続が生じた場合、当

社は、貴社の費用負担において、貴社に協力し、顧客データ

の取扱いに関する適用法令を遵守する。

https://www.celonis.com/trust-center/
https://www.celonis.com/trust-center/


  

 

 

 

 

 

顧客データの利用

当社並びにその関連会社、請負業者及び第三者サービスプ

ロバイダーは、貴社による本サービスの利用から得られたデ

ータを、開発、ベンチマーク、マーケティング、その他のビジネ

ス上の目的及び分析の作成のために収集することができる。

すべての当該データは、集約され匿名化された形式により収

集され、貴社、特定のユーザー又はその他の個人若しくは第

三者を直接識別することはできない。

本サブスクリプションの期間及び正当な理由による解除

貴社の本サブスクリプションは、発注書に定められた発効日

（ただし、いかなる場合も（ 条に従って）貴社が発注書を承

諾し、クラウドサービスへのアクセスを最初に与えられる日よ

り後であってはならない。）に開始する。貴社の本サブスクリ

プションは、当初サブスクリプション期間にわたって継続し、

発注書に別途記載される場合を除き、各発注書に係る当初



  

 

 

サブスクリプション期間は ヶ月間とする。その後、いずれ

かの当事者が本サブスクリプションを更新しない意向を 日

前までに他方当事者に書面により通知しない限り、本サブス

クリプションは連続する ヶ月間（それぞれを「更新期間」と

いう。）ごとに自動的に更新される。該当する発注書において

別途合意した場合を除き、また貴社の 条又は本条に基づ

く解除権に服するものとして、貴社の本サブスクリプション

は、 条に従ってのみ解除することができる。

当社又は貴社が有するその他の権利又は救済手段を損なう

ことなく、いずれの当事者も、他方当事者が以下のいずれか

を行った場合、発注書、本サブスクリプション又は本契約を、

他方当事者に対して債務を負うことなくいつでも、書面による

通知をもって直ちに解除することができる。

本契約又は発注書に基づく義務について重大な違

反をし、当該違反が是正可能な場合には、違反の通

知後 日以内にこれを是正しなかったとき、或いは

破産若しくは倒産法に基づく申立てを自ら行った場

合、自ら若しくはその資産に関して管財人若しくは管

理人が任命された場合、管理命令を受けた場合、債

権者との和議に入った場合、営業を停止した場合若

しくはそのおそれがある場合、又は関連法域におけ

る上記に類する事由若しくは手続の対象となった場

合。

いずれかの発注書の解除は、本契約に基づく他の発注書に

いかなる影響も与えない。

貴社の本サブスクリプション又は本契約が解除された場合、

その理由の如何を問わず、貴社は、クラウドサービス並びに

本説明書類及びその写しへのアクセス又はそれらの利用を

中止し、かつ、貴社の選択により、 作成した本説明書類の

写しを破棄し、破棄を行った旨を当社に書面により証明する

か、又は これらの品目を当社に返却する。適用法令によ

り求められる場合、貴社は、貴社における保管を目的として

必要な品目の写しを保持することができる。



  

 

 

制限的保証

条による制限に服するものとして、当社は、クラウドサービ

スが、サブスクリプション期間中、本説明書類及び本契約の

条件に従って利用された場合、実質的に本説明書類に定め

られる性能を発揮することを保証する。サポートサービスは、

しかるべき注意、技能及び能力を用い、かつ推奨されるべき

プラクティスに関する一般的な基準に従って提供される。

当社は、本説明書類に定められたものを除き、いかなる仕様

（クラウドサービスのプレゼンテーション、当社の公式声明又

は広告キャンペーンにおいて言及された内容を含むが、これ

らに限定されない。）についても保証しない。 条が規定す

る制限付保証以外の保証は、書面により行われ、かつ当社

において権限を有する者により確認される必要がある。貴社

は、現在の技術水準の下では、クラウドサービス及び関連書

類を完全にエラーフリーなものにし、又は全く中断なしに運営

することは不可能であることを了承し、確認する。

当社はとりわけ、以下のいずれも保証しない。

貴社によるクラウドサービスと第三者ソフトウェアの

併用、貴社によるクラウドサービスの不正利用、不

適切な試験、無許可での修理の試み、変更若しくは

カスタマイズ又はその他 ソフトウェアにおい

て企図される利用範囲を超えた原因に起因する問

題に対する保証

当社のその時々において最新のセキュリティ基盤

（更なる説明については、本説明書類を参照のこ

と。）に従って適切な最高水準のセキュリティをもって

しても回避できなかったマルウェア、データの侵害及

びデータの損失に対する保証



  

 

 

 

クラウドサービスにより貴社の意図した結果が得ら

れること又はクラウドサービスが貴社独自の要件を

満たすように開発された旨の保証。

サブスクリプション期間中、クラウドサービスが 条に定め

た保証内容に適合しない場合、当社は自らの費用負担によ

り当該不適合を是正するか、又は求められる性能を達成す

るための代替手段を貴社に提供する。当該是正又は代替手

段の提供を合理的に行うことができない場合、当社はその単

独の裁量により、影響を受けたクラウドサービスに係るサブ

スクリプション期間の残りの期間について貴社から事前に支

払われた料金を払い戻し、貴社が払戻しを受けた影響を受

けたクラウドサービスへの貴社によるアクセス及びその利用

を終了させることができる。当該是正、代替手段の提供又は

払戻しは、保証違反に関する貴社の唯一かつ排他的な救済

手段であり、また、当社が負担する唯一かつ排他的な義務で

ある。

ある発注書に基づき主張された保証に関する請求は、貴社

と当社との間に存在するその他の発注書又は契約には影響

を与えない。

適用法令により許容される最大の範囲において、本 条に

定められる保証及び救済手段は、排他的なものとし、その他

すべての保証（明示的、黙示的又は法定のいずれを問わな

い。）（商品適格性、正確性、説明との一致、目的適合性、品

質の十分性及び非侵害に関する保証を含むものとし、当社

並びにその関連会社、請負業者及び供給業者は、当該保証

及び条件のすべてを、適用法令により許容される最大の範

囲において明示的に否定する。）を排除する。

貴社は、貴社によるクラウドサービスの購入が将来的な機能

又は性能の提供を条件とするものではなく、また将来的な機

能又は性能に関して当社が口頭又は書面により行った公式

コメント、発表又は表明に依拠したものではないことに同意す

る。



  

 

 

 

知的財産に関する免責

条及び 条に服するものとして、当社は、貴社による

本契約の条件に従った本サービス（又はその一部）の利用が

対象地域内の第三者の知的財産権を侵害するとして貴社に

対して第三者により行われた請求又は訴訟（「侵害請求」）に

ついて、当社の費用負担により、貴社を防御するか、又は当

社の選択により和解することを約束するとともに、当該侵害

請求に起因又は関連して、貴社が課せられた損害賠償又は

当社が和解において合意した損害賠償について責任を負う。

条及び 条に服するものとして、当社は、侵害請求が

生じた場合、自らの単独の選択及び費用負担により、 第

三者の権利を侵害している本サービスについてその侵害性

を除去するため、当該サービスを実質的な機能性を損なうこ

となく変更し、 本サービスのうち侵害が認められる部分

を、侵害性のないソフトウェア若しくはサービスに置き換え、

又は 貴社が本サービスを引き続き適法に利用できるよう

にするためのライセンスを調達する。

当社は、貴社に対して上記選択肢のいずれも提供しない場

合、その単独の裁量により、影響を受けた本サービスに係る

貴社の発注書を直ちに解除し、サブスクリプション期間の残

りの期間について貴社から事前に支払われた本件料金を

払い戻し、貴社による、影響を受けた本サービスへのアク

セス及びその利用を終了させることができる。

当社は、貴社が以下のすべてに従った場合に限り、侵害請

求について責任を負う。

侵害請求について当社に速やかに書面により通知

すること、



  

 

 

当社の事前の書面による同意なしに、侵害請求につ

いて和解しないこと、及び侵害請求に対し、当社の

権利を損なうその他のいかなる行為も行わないこ

と、

当社が侵害請求の防御、交渉及び和解を排他的に

コントロールすることを許可すること

当社に侵害請求に関する合理的な情報及び支援を

提供すること

侵害請求に関連する貴社の損失、損害又は費用を

軽減するために商業上合理的なあらゆる努力を行う

こと。

当社は、侵害が以下のいずれかに起因する場合、侵害請求

について貴社に対する責任を負わない。

本サービス若しくはそのアウトプットに対する貴社に

より若しくは貴社のために行われた無許可の変更、

本契約、貴社の本サブスクリプション、該当する発注

書若しくは本説明書類の範囲を超えた貴社による本

サービス若しくはそのアウトプットの利用

本条は、侵害請求に関する貴社の排他的な救済手段及び当

社の責任の全てを構成し、かつ、 条に定める責任制限に

服するものとする。

責任の制限

条に服するものとして、本契約に基づき提供されるクラ

ウドサービスに起因又は関連して貴社が被った損失又は損

害（契約違反、不法行為（過失を含む。）その他原因の如何



  

 

 

を問わない。）に関する当社の貴社に対する責任の総額は、

当該責任の原因が生じた日までの ヶ月間に支払われた

サブスクリプション料金の総額を限度とする。

適用法令により許容される最大の範囲において、かつ

条に服するものとして、当社はいかなる場合も、本契約に起

因する特別損害、派生的損害、付随的損害その他の間接的

損害（利益、予期された貯蓄、事業機会、のれん、収入の損

失若しくは喪失、又は代替物品又はサービスの調達費用を

含むが、これらに限定されない。）について、不可抗力事由に

よる場合を含め、当該損害の原因及び責任の根拠（契約、不

法行為、過失その他を含む。）の如何にかかわらず、また貴

社が当該損害の可能性について知らされていた場合であっ

ても、責任を負わない。

両当事者は、本件料金が、部分的に本 条による制限に基

づくものであることを了承する。

本 条による責任制限は、 条に基づく当社の知的財産に

関する免責の義務、死亡又は人身傷害であって当社又はそ

の役員、従業員、請負業者若しくは代理人による過失に起因

するもの、不正行為又は悪意による不実表示、或いはその

他適用法令により制限又は排除することができない責任に

は適用されない。

条の規定の範囲を制限することなく、顧客データの損失

又は損害が生じた場合、当社が適用ある保管手続に従って

保存している顧客データの最新のバックアップから損失した

又は損害を受けた当該データを復元するために商業上合理

的な努力をすることを、貴社の唯一かつ排他的な救済手段と

する。当社は、専ら当社の過失又は故意の不正行為に起因

する場合を除き、第三者（当社が顧客データの保存及びバッ

クアップを委託した第三者を除く。）に起因する顧客データの

損失、破損、改変又は開示について責任を負わない。

本 条に定めるその他の適用除外に加えて、当社並びにそ

の請負業者及びサービスプロバイダーは、貴社による本サ

ービス及び／若しくは第三者アプリケーションへのアクセス及

びこれらの利用、又は通信ネットワーク及び通信設備（インタ

ーネット又はその他当社の管理下にない設備を含む。）を通



  

 

 

じたデータの転送から生じた遅延、配信障害又はその他これ

らによる損失又は損害に関して一切責任を負わない。

秘密保持

各当事者は、自らの秘密情報に関するすべての権利を留保

する。両当事者は、本契約の履行前に及び本契約の履行に

関連して入手した他方当事者の秘密情報を秘密として扱うこ

と、並びに当該秘密情報を本契約の履行のみを目的として

利用することを約束する。秘密情報は、本契約の意図を達成

するために必要な場合を除き、いかなる形式によっても複製

してはならない。他方当事者の秘密情報の複製物について

は、原本に記載される秘密性又は権利に関するすべての表

示又は説明文を記載しなければならない。他方当事者の秘

密情報に関して、各当事者は、 すべての秘密情報を極秘

に扱うために受領当事者が自らの同様の専有情報及び秘密

情報を保護するために講じるあらゆる措置（合理的な注意義

務水準を下回らないものとする。）を講じるものとし、 自ら

の従業員等であって自らが本契約を履行するために当該秘

密情報へのアクセスを与える必要があり、かつ本契約に定め

る義務と同等の守秘義務を負う者以外の者に対して、他方

当事者の秘密情報を開示してはならない。各当事者は、その

従業員等による本条の遵守について責任を負う。

他方当事者の秘密情報に関して守秘義務の違反、不正利用

若しくは不当開示の疑い又は事実を認識した当事者は、他



  

 

 

方当事者に対してその旨を書面により、不当に遅延すること

なく通知する。

条は、以下の秘密情報には適用されない。

開示当事者の秘密情報とは無関係に受領当事者によ

り独自に開発された情報、

当該秘密情報を提供する権利を有する第三者から何

らの制約もなく正当に受領された情報、

受領当事者が契約に違反することなく公知となった情

報、

開示時において、受領当事者が、何らの制約もなく既

に知っていた情報、

秘密情報に係る制約がないことについて開示当事者

が書面で同意している情報、

制定法又は裁判所、行政庁若しくは政府の命令により

開示しなければならない情報（その場合、受領当事者

は、開示当事者が法的保護を求め又はその他秘密情

報の開示を阻止若しくは開示範囲を制限することがで

きるようにするため、法律上可能な範囲において、適用

される規定又は命令について開示当事者に不当に遅

延することなく通知する。）。

本条に定める義務は、秘密情報が最初に開示された日から

年間にわたり適用される。本条 条は、本契約の終了又

は満了後も有効に存続する。



  

 

 

フィードバック

貴社は貴社の単独の裁量により、本サービス、製品、サービ

ス、事業若しくは技術計画について自らの意見（本サービス、

製品及び／若しくはサービスの創出、変更、修正、改良若しく

は強化の可能性に関する意見若しくは提案、又は当社の開

発方針が貴社の事業ニーズ及び ニーズに合致していると

貴社が判断するか否かについての意見を含むが、これらに

限定されない。）（以下「フィードバック」と総称する。）を提供

することができる。当社は、貴社及び／又はその従業員等に

対し何らの通知、制限又は報酬を行うことなく、あらゆる目的

のためにフィードバックを利用することができる。

貴社は、発注書その他に基づき当社が貴社に対して開示す

る本サービス、当社のその他の製品、サービス、事業又は技

術計画に関する情報が、当社の製品又はサービスについて

今後発生し得る戦略、開発及び機能性に関する検討のみを

意図するものであり、特定の事業過程、製品戦略及び／又

は開発について当社を拘束することを意図するものではない

ことを認識する。

一般条項

委託 当社は、本サービスの全部又は一部を適格な第三者

に委託することができる。また、当社は随時、当社の関連会社

及び承継人を本契約における請負業者として業務に従事させ

ることができる。その場合、当社は、本契約に基づく当社の義

務を履行する上で起用した当該請負業者について責任を負

う。

譲渡 本契約において別途許容される場合を除き、いずれの

当事者も、他方当事者の事前の書面による同意（合理的な理

由なく留保されないものとする。）なしに、本契約の全部又は一

部を譲渡してはならない。いずれかの当事者が他方当事者の

事前の書面による同意なしに試みた譲渡又は移転は、無効と

なる。上記にかかわらず、当社は随時、貴社に通知した上で、



  

 

 

本契約に基づく当社の権利及び義務を、当社の関連会社又は

事業承継人に譲渡又は移転することができる。

独立契約者 貴社と当社の関係は、独立した契約者間の関

係である。本契約は、貴社と当社との間にパートナーシップ、

フランチャイズ、合弁事業、代理、信託、雇用その他これらに

類する関係を構築するものではない。

準拠法 本契約は、法の抵触に関する原則を除き、日本法に

準拠するものとし、両当事者は、本契約に起因するすべての

争いに関して東京地方裁判所の専属的管轄に服し、これを裁

判地とすることに合意する。両当事者は、これらの裁判所の人

的専属管轄権及び当該裁判地について同意し、防御を放棄す

る。国際物品売買契約に関する国際連合条約（ ）は適用

されない。

変更 本契約に対する変更又は追加は、両当事者の正式に

権限を与えられた代表者により締結された書面をもってのみ

行うことができる。

完全合意 本一般条件は、発注書と合わせて、本契約の主

題に関する両当事者間における完全な合意を構成し、書面・

口頭のいずれを問わず、当該主題に関する両当事者間の従

前のすべての合意に取って変わる。本一般条件と発注書との

間に不一致がある場合には、発注書が本一般条件に優先す

る。貴社が交付する注文書、購入条件、一般取引条件その他

書類は、管理上の便宜のみを目的とするものであり、当社を

拘束しない。

可分性 本契約のいずれかの部分が無効である場合又は無

効となった場合、当該部分は本契約の残りの条項の有効性に

影響を与えず、本契約の残りの条項は影響を受けることなく存

続する。無効となった条項は、両当事者により、当該条項によ

って意図された取引条件に（法律上許容される範囲において）

可能な限り近い条件に置き換えられる。

権利放棄の否定 いずれかの当事者が本契約に基づく当事

者による違反若しくは不履行又は権利の行使を免除・放棄し

た場合も、それにより過去又は将来における違反若しくは不履

行又は権利の行使をも免除・放棄するものとはみなされない。

輸出管理 本サービスは、各国の輸出管理関連法（日本及び

ドイツの法律を含むが、これらに限定されない。）に服する。貴



  

 

 

社は、当社の事前の書面による同意なしに本サービスについ

て政府機関によるライセンス審査その他規制に関する承認を

申請しないこと、及び本サービスを当該法律により禁止された

国、個人又は事業体に輸出しないことに同意する。また、貴社

は、貴社が登記された国及びいかなる外国においても、貴社

及びその関連会社による本サービスの利用に関して適用され

るすべての法的規制を遵守する責任を負う。

第三者の権利 本契約の当事者以外の者は、本契約の条

件を執行する権利又は本契約の条件により利益を享受する権

利を一切有しない。

通知 本契約に別段の定めがある場合を除き、本契約に基

づくすべての通知は書面によるものとし、 手交された時点又

は メールによる送信日の 営業日後をもって行われたも

のとみなされる。当社への メールの宛先はの ／法務

（ ）、貴社への メールの宛先は貴社が

その発注書において指定した管理担当者とする。 条に基づ

く侵害請求に関する通知は、書留郵便及び メールにより送

付されなければならない。

存続条項 、 、 、 、 、 、 、 及び 条を含む

がこれらに限定されず、本契約の終了又は満了後も有効に存

続することがその性質上意図されている条項は、当該終了又

は満了後も有効に存続する。

本契約の英訳は翻訳として供されるものであり、日本語によ

る本契約の記載と英語による翻訳の記載との間に矛盾が生じ

た場合は、日本語による本契約の記載が優先する。



  

 

 



  

 

 

付属書類

定義

  「関連会社」：対象の事業体と直接又は間接の支配関係、

被支配関係又は共通の支配下にある事業体をいう（ただし、

支配が存在する間に限る。）。ここでいう「支配」とは、対象の

事業体の議決権の ％超を直接又は間接に保有又は支配

することを意味する。

  「本契約」：該当する発注書及び本一般条件をいう。

  「 マテリアル」：発注書を履行する過程において

当社が貴社に提供するソフトウェア、プログラム、ツール、シ

ステム、データ、 の秘密情報その他のマテリアルを

いう（ただし、いかなる場合もクラウドサービスを除く。）。

  「クラウドサービス」：本説明書類に詳述するとおり、

ソフトウェア・アズ・ア・サービスプラットフォーム、の

オンプレミスコンポーネント（該当する場合）及びオンラインの

付属書類をいう（クラウドサービスに含まれる第三者の製品

又はサービスへのリンクを除く。）。



  

 

 

  「クラウドサービスアップタイム」：サービスレベル契

約に定められる意味を有する。

  「秘密情報」：一方当事者が他方当事者から開示を受ける、

他方当事者の事業及び／又は業務に関する情報をいい、当

事者の営業活動、技術上又は商業上のノウハウ、仕様、発

明、プロセス又はイニシアティブ、計画、製品情報、価格情

報、ノウハウ、デザイン、営業秘密、ソフトウェア、書類、デー

タ及び情報であって、一方当事者から他方当事者に提供さ

れる際に、 「秘密」若しくは「専有情報」として明確に特定さ

れるか又はこれらに類する説明文が表示されるもの、 開

示された時点で口頭により又は視覚的に秘密情報として特

定され、かつ秘密情報であることが 日以内に書面により確

認されたもの、或いは 開示される時点で通常人が秘密又

は専有財産であると理解するであろうものを含むが、これら

に限定されない。

  「コンタクト・プロセシング」：付属書類 の前文に定

める意味を有する。

  「顧客データ」： クラウドサービスの利用、又は貴社によ

る本サービスの利用の円滑化を目的として、貴社が当社に

提供し、かつ／又は貴社、貴社のユーザー若しくは（貴社に

代わって）当社が入力、アップロード及び／若しくは共有する

データ及び情報、或いは 貴社がクラウドサービスの利用

を通じて収集又は処理するデータをいう。オンライントレーニ

ングクラウドに関する場合、顧客データとは、ユーザーの氏



  

 

 

名、電子メール及びユーザーによる特定のオンライントレー

ニングへの参加を意味する。

  「顧客マテリアル」：貴社が所有し又はライセンスを受け、

貴社による本サービスの利用促進に基づいて当社に提供す

るマテリアル、データ、情報、ソフトウェア、設備その他のリソ

ースをいい、顧客データを含む。

  「データ保護法令」：プライバシー、データセキュリティ及び

／又はデータ保護に関するあらゆる法、規則、規制、法令そ

の他法律、命令、指令又は決議並びに改正、延長、廃止又

は再制定される履行のための、派生的又は関連の法令、規

則及び規制並びに個人情報の収集、利用、開示及びセキュ

リティに関し適用ある業界の自主規制プログラムをいう（

一般データ保護規則（ 議会規則 ）（ ）、

日本における個人情報の保護に関する法律を含む。）。

  「本説明書類」：関連する本サービスの商品説明書類であ

っ て 、 当 社 が ウ ェ ブ サ イ ト （ 現 在 は

）

において提供しているものをいう。

  「 」：付属書類 の前文に定める意味を有する。

  「フィードバック」： 条に定める意味を有する。

  「本件料金」：発注書に定められるとおり、本サービスに関

して貴社が支払う料金をいう。

https://www.celonis.com/terms-and-conditions/
https://www.celonis.com/terms-and-conditions/


  

 

 

  「不可抗力事由」：当社の合理的な支配の及ばない作為、

事由、不作為又は事故をいい、ストライキ、労働争議、公共

サービス又は交通網の障害、天災、戦争、暴動、内乱、悪意

による損害、法令又は政府の命令、規則、規制若しくは指示

の遵守、事故、機械の故障、テロ行為、インターネットサービ

スプロバイダーの障害又は遅延、サービス妨害攻撃、火災、

洪水或いは荒天を含むが、これらに限定されない。

  「不適切なコンテンツ」： 不法な、有害な、脅迫的な、

中傷的な、卑猥な、侵害にあたる、ハラスメントにあたる、又

は人種若しくは民族差別的なコンテンツ、 違法行為を助

長するコンテンツ、 露骨な性描写を含むコンテンツ、

不法な暴力行為を助長するコンテンツ、 人種、ジェンダ

ー、肌の色、宗教思想、性的指向、障がい又はその他違法

行為に基づく差別的なコンテンツ、或いは 人物又は財産

に損害又は傷害をもたらすコンテンツをいう。

  「当初サブスクリプション期間」：発注書において合意さ

れた、貴社による本サブスクリプションの当初の期間をいい、

発注書の承諾日又は別途両当事者間において合意した日に

開始する。

  「マルウェア」：コンピューターに関するソフトウェア、ハー

ドウェア若しくはネットワーク、通信に関するサービス、設備

若しくはネットワーク又はその他のサービス若しくはデバイス

へのアクセス又はこれらの運用、信頼性若しくはユーザー体

験を妨げる、損なう又はその他これらに悪影響を与えるおそ

れのある物又はデバイス（ソフトウェア、コード、ファイル又は

プログラムを含む。）をいい、ワーム、トロイの木馬、ウイルス

及びその他これらに類する物又はデバイスを含む。



  

 

 

  「メトリクス定義」：当社が ウェブサイト（現在は

）

において「 定義 ライセンス範囲／サブスクリプショ

ン範囲」として提供するその時々において最新の書類であっ

て、ライセンス及びサブスクリプションに関するその時々にお

いて利用可能な最新の ソフトウェアのメトリクスにつ

いて記載したものをいう。

  「オンライントレーニングクラウド」： ウェブサ

イト（現在は ）、本説

明書類又は当社が提供するその他の情報に詳述されるとお

り、当社が提供するオンラインのトレーニングコースへのアク

セスをいう。貴社が発注書によりオンライントレーニングクラ

ウドを購入する場合、本契約に含まれる「クラウドサービス」

への言及は、「オンライントレーニングクラウド」と読み替える

ものとする。

  「オンプレミスコンポーネント」：クラウドサービスには、

顧客においてダウンロード及びインストール可能なオンプレミ

スコンポーネント（アップデートを含む。）が含まれる場合があ

る。顧客は、当社が提供する更新版を含め、オンプレミスコン

ポーネントのインストール及び運用について自ら責任を負う。

は、当該コンポーネントには適用されない。

  「発注書」：貴社と当社の間において締結される発注書であ

って、本契約に基づき貴社が発注し、提供を受けるクラウド

サービス及び貴社が支払うサブスクリプション料金その他合

意された条件を定めるものをいい、その添付書類及び補足

書類を含む。

https://www.celonis.com/terms-and-conditions/
https://www.celonis.com/training


  

 

 

  「個人データ」：適用あるデータ保護法令において規定され

る識別された又は識別可能な生存している個人に係るデータ

及び情報をいう。

  「プロフェッショナルサービス」：当社が貴社に対して該

当する発注書に記載されるとおり提供する、クラウドサービス

に関するコンサルティング及び／又はプロフェッショナルサー

ビス（場合によりクラウドサービスのインストール及び実行に

関するサービスを含む。）をいう。

  「知的財産権」：特許、実用新案、商標、サービスマーク、商

号、その他商売を識別するための符号及び発明に関する権

利、著作権、意匠権、データベース権、ノウハウに関する権

利、営業秘密並びにその他の知的財産権であって、登録の

有無にかかわらず、世界中で生じるものをいい、これらの権

利を受けるための出願を含む。

  「更新期間」： 条に定める意味を有する。

  「従業員等」：ある当事者に関して、当該当事者及びその関

連会社の従業員、取締役、顧問及び請負業者をいう。

  「サービスレベル契約」又は「 」：クラウドサービスに

関するサービスレベルであって、当社が ウェブサイ

ト （ 現 在 は

）において「サービスオファリングとしての

https://www.celonis.com/terms-and-conditions/
https://www.celonis.com/terms-and-conditions/


  

 

 

ソフトウェアに関するサービスレベル契約」として提

供するその時々において最新の書類に定められるものをいう

。

  「本サービス」：該当する発注書に記載されるとおり、当社

が貴社に提供するすべてのサービスをいい、 ソフト

ウェア、クラウドサービス、プロフェッショナルサービス、サポ

ートサービス及びオンライントレーニングクラウドの提供を含

む。

  「本サブスクリプション」：貴社が本契約に従ってクラウド

サービス及び本説明書類を利用し、これらにアクセスするた

めに、発注書により購入するサブスクリプションをいう。

  「サブスクリプション料金」：発注書に定められるとおり、

クラウドサービスへのアクセスに関して支払う本件料金をい

う。

  「サブスクリプション期間」：当初サブスクリプション期間

及びその後の更新期間をいう。

  「サポートサービス」：サポートサービス概要書に記載され

るサポート関連サービスであって、当社が貴社に対し、クラウ

ドサービスに関して提供するものをいう。

  「サポートサービス概要書」：サポートサービスについて

より詳細に記載したその時々において最新の書類であって、

当 社 が ウ ェ ブ サ イ ト （ 現 在 は

）

において提供するものをいう。

  「税金」：該当する発注書に基づきいずれかの法域により課

税される、適用ある売上税、使用税、付加価値税、関税、賦

課金、消費税、源泉徴収税その他の税金をいう。

https://www.celonis.com/terms-and-conditions/


  

 

 

  「本一般条件」： のマスターサービス契約をいう。

  「対象地域」：発注書に定められた貴社が登記上の事業拠

点を有する国である日本をいう。

  「ユーザー」：貴社又はその関連会社の従業員、代理人及

び独立請負業者であって、貴社が本契約に従ってクラウドサ

ービスにアクセスし、これを利用する権限を与え、かつ貴社

がユーザー 及びパスワード（該当する場合）を提供した者

をいう。

 Celonis K.K., a Japanese 

corporation.

 「当社」又は「 」：日本法人である 株式

会社をいう。

  「貴社」：該当する発注書に明記され、貴社が承諾する発注

書の対象となる会社その他の法人、及びその関連会社であ

って、発注書に署名した者又は 条に従って本サブスクリプ

ションに含まれる者をいう。

 



  

 

 

付属書類

プロフェッショナルサービスに関する補足書類

貴社が発注書によりプロフェッショナルサービスを購入する場合、

当社による当該プロフェッショナルサービスの提供に関して以下の

追加条件が適用される。

当社の義務

当社は、各発注書に記載されるプロフェッショナルサービス

を提供する。当社は、プロフェッショナルサービスを遂行・提

供する方法及び手段を決定し、該当する発注書に定められ

る、合意又は予定された日程に従いプロフェッショナルサー

ビス提供するべく商業上合理的な努力を払う。発注書に記載

される予定は、参考目的であり、プロジェクトの必要性に応じ

て変更されることがある。

発注書に別段の明示的な定めがある場合を除き、当社によ

るプロフェッショナルサービスは、例えば当社のクラウドサー

ビスの実行及び構成に関するサポート等、専らコンサルタン

ト業務及び助言業務として提供されるものであり、いかなる

場合も「職務著作物」に関する委託とみなされない。

貴社の義務

発注書に定めがある場合、貴社は、貴社におけるプロフェッ

ショナルサービスに関連する活動を取りまとめるプロジェクト

マネージャーを任命する。貴社は、かかる者が関連するプロ

フェッショナルサービス委託の継続期間にわたり、プロジェク

トマネージャーを務めることを確保する。ただし、プロジェクト

マネージャーを変更する必要がある場合には、貴社は変更

前に当社に書面によりその旨を通知する必要がある。貴社

のプロジェクトマネージャーは、プロフェッショナルサービスに



  

 

 

関するすべての事項に関し、貴社を拘束する契約を行う権

限を与えられる。

いずれかの時点において、貴社又は当社が、プロフェッショ

ナルサービスに関するプロジェクトに関する貴社又は当社の

パフォーマンスに関して不満を持った場合、当該不満を持っ

た当事者は、他方当事者に速やかに書面によりその旨を通

知する。他方当事者は、当該問題について速やかに検討

し、不満を解消するための合理的な是正措置を提供する。当

該問題が依然として解決されない場合、両当事者は、問題を

プロジェクトマネージャーらに上申する。

貴社は、以下のいずれも遵守するものとする。

発注書に定められたプロフェッショナルサービスに関す

るあらゆる事項に関して当社と協力し、当社からの要

求に速やかに対応すること、

プロフェッショナルサービスが貴社の施設において提

供される場合は、当社に対し、プロフェッショナルサー

ビスの履行に関連して当社が合理的に要求する安全

かつ適切なスペース、電力、ネットワーク接続、マテリ

アル、 時間、ハードウェア、ソフトウェアその他の

設備へのアクセス及び情報並びに貴社のハードウェ

ア、ソフトウェアその他の設備及び情報に精通している

適格な人員による支援を提供すること。

当社に対し、プロフェッショナルサービスの提供に関連

して当社が要求する顧客マテリアル及びアクセスを適

時に提供すること。

顧客マテリアルがすべての重要な点において正確であ

り、第三者の知的財産権を侵害せず、かつ適用ある法

令又は本契約の条件に違反しないことを確保するこ

と。

貴社は、当社がプロフェッショナルサービスを適時に提供す

るには、要求したマテリアル、情報及び支援を貴社から受領

することを条件とすることを了知している。当社は、貴社又は

貴社の代理人、請負業者若しくは従業員の作為又は不作為

により生じたプロフェッショナルサービスの遅延又は欠陥に

ついて責任を負わない。



  

 

 

変更手続

各当事者は、プロフェッショナルサービスの変更を要求することが

できる（以下「変更要求」という。）。変更要求は、かかる変更要求が

記載された書面が各当事者の授権代表者により署名されるまで効

力を生じず、又はいずれの当事者に対しても拘束力を有しない（以

下「変更注文書」という。）。各変更注文書は本契約の条件に従う。



  

 

 

知的財産権

クラウド・サービス、 マテリアル及び本サービスに関

するすべての知的財産権は、 又はそのライセンサ

ーにより保有され、 又はそのライセンサー単独の

排他的な財産として存続する。当社は、クラウド・サービス及

び マテリアルに関する一定の概念、コンセプト、ノウ

ハウ、方法、技法、プロセス及び技能（以下「その他の知識」

という。）を有しており、本書に基づきプロフェッショナルサー

ビスを遂行する過程でこれを開発する可能性がある。当社

は、ある目的（他の顧客にサービスを提供することを含む。）

においてその他の知識（顧客マテリアル及び顧客の秘密情

報を除く。）を用いることを禁止されない。疑義を避けるため

に付言すると、すべての顧客マテリアルは、貴社により保有

され、貴社単独の排他的な財産として存続する。

プロフェッショナルサービスに係る本件料金

発注書により貴社と当社との間において別途合意した場合

を除き、当社は、すべてのプロフェッショナルサービスを、タイ

ムアンドマテリアルベースで、当社のその時々において最新

の料率により提供する。当社の１日当たりの料率は、 日の

労働時間を 時間としてとして計算される（週末及び日本の

公休日を除く。）。すべてのプロフェッショナルサービスは、後

払いで毎月請求される。別途合意した場合を除き、プロフェッ

ショナルサービスに係る本件料金には、旅費・交通費及び宿

泊費並びに発注書に定められた現地でのプロフェッショナル

サービスに係る１日当たりの定率により貴社が負担する合理

的な実費は含まれない。

期間及び終了



  

 

 

プロフェッショナルサービスに関する各発注書は、発注日に

効力を生じ、本一般条件に従って期限前に終了する場合を

除き、発注書において合意された終了日又は当該発注書に

基づくすべてのプロフェッショナルサービスが提供されるまで

の間、引き続き効力を有する。

発注書に別途記載される場合を除き、プロフェッショナルサ

ービスに関する各発注書は、 日前までに他方当事者に書

面により通知した場合において、各当事者の都合により終了

することができる。

制限的保証

当社は、当社のプロフェッショナルサービスが、業界基準に

従い、専門的かつ職業人として相応しい方法により、合理的

な技能及び注意を払って履行されることを保証する。

当社は、プロフェッショナルサービスが該当する発注書にお

ける記載に実質的に適合することを、完了後 日間にわた

って保証する。

当社は、プロフェッショナルサービスがエラーフリーであるこ

と若しくはこれらが中断されないこと、又は当社がすべての

不適合を是正することを保証しない。

本付属書類 の 条又は 条に基づく保証に対する違

反が生じ、貴社がプロフェッショナルサービス完了後 日以

内に、当社に対して保証違反の疑いについて書面により通

知するとともに、問題の詳細な説明及び当社が当該保証違

反を是正するために合理的に必要なすべての関連情報を提

供した場合、当社は、当社の選択及び費用負担により、以下

のいずれかを行う。

関連するプロフェッショナルサービスが保証内容に適

合するものとなるように、これらを再度履行すること。

不適合のプロフェッショナルサービスに関して本

件料金を払い戻すこと。



  

 

 

本付属書類 の本 条に記載される救済手段は、保証違反

に関する当社の貴社に対する責任の全てであり、貴社の唯

一かつ排他的な救済手段である。当社は、他のあらゆる明

示的、黙示的又は制定法上の保証（商品性、所有権、特定

の目的への適合性及び侵害のないことについての黙示的な

保証並びに履行又は取引の過程に起因して生じる黙示的な

保証を含む。）を明示的に否認する。ただし、合意をもって黙

示的な保証を免除することの効力が法律により制限される

場合はこの限りではない。当社は、プロフェッショナルサービ

スが貴社の要求を満たすことを保証しない。

責任の制限

本一般条件本体の 条に従い、本契約に基づいて提供さ

れたプロフェッショナルサービスに起因又は関連して貴社が被

った損失又は損害（契約違反、不法行為（過失を含む。）その

他原因の如何を問わない。）に関する当社の貴社に対する責

任の総額は、当該責任が発生した該当する発注書に基づくプ

ロフェッショナルサービスに関して貴社が支払った本件料金の

総額を超えないものとする。明確化のために付言すると、本一

般条件本体の 条は、 条を除き、プロフェッショナルサー

ビスの提供にも適用される。

 



  

 

 

附属書類

データプロセシング契約

本データプロセシング契約（別紙を含む。）（以下「 」という。）は

該当発注書又は貴社と との間の本サービスの提供に関

する契約（以下「本契約」という。）の範囲内において行われる、当

社による貴社の個人データの処理に関連した個人データの保護に

係る当事者らの義務の詳細を規定するものである。

個人データのプロセシング

個人データのプロセシングに関し、貴社は、貴社が当社に提

供する個人データのプロセシングを個人情報取扱事業者としての

義務と権限を有し、その目的及び手段を決定し、貴社は当社を、貴

社のために当該個人データ（以下「本データ」という。）を処理する

者としてとして任命するとともにこれを監督する（以下「プロセシン

グ」という。）。

プロセシングの種類及び目的の詳細は、本書に添付する別

紙に規定する。 が本契約の期間を超える義務を規定する場合

を除き、 の契約期間は本契約の期間と同じである。

貴社は適用あるデータ保護法令上の義務の遵守について単

独で責任を負う。

プロセシングには、本契約及び貴社が出した指示において詳

述されるすべての活動が含まれる。貴社は、書面により、当社によ

って指定された連絡先へ追加で指示を出すことで、かかる指示を

変更し、修正し又は入れ替えることができる。本契約において予測

されていない指示又は本契約において規定されない指示について

は、変更依頼として扱われる。貴社は、不当に遅滞することなく、書

面によって、口頭で出された指示を確認する。



  

 

 

当社が、ある指示が適用法令に違反すると考える場合には、当社

は貴社にその旨を不当に遅滞することなく伝える。当社は、貴社が

当該指示を確認するか変更するまで、当該指示に係る履行を留保

することができる。

当社は、顧客データのプロセシングに関与するすべての人員

及びプロセシングに関与する可能性のあるその他の者が指示の範

囲内においてのみプロセシングに関与することを確保とする。当社

は、顧客データのプロセシングを行う者が本契約の秘密保持条項

と同様の秘密保持義務に従うことを確保する。かかる秘密保持義

務は、すべて当該プロセシングの終了または満了後も存続する。

データセキュリティ

当社は、顧客データの適切な保護並びに処理システム及び

サービスの秘密性、完全性、利用可能性及び弾力性を確保する技

術的及び組織的な方策及び対策を講じ、また、処理の安全性を確

保するための技術的及び組織的な方策の有効性を定期的にテス

ト 、 測 定 、 及 び 評 価 す る 手 続 を 実 施 す る （ 詳 細 は

に規定される。）。こ

れらの方策を熟知し、これらの方策がリスクに対して適切なセキュ

リティレベルを確保しているかを評価することは貴社の責任とする。

適切なレベルの保護を証するため、当社は、第三者による当

社の情報セキュリティ・プログラムの認証及び監査を受けている。

当 社 の の 証 明 書 は 、

にて開示されてい

る。

当社は、実施された方策及び対策を変更する権利を留保す

る。ただし、セキュリティレベルはサブスクリプション期間中著しく低

下しないものとする。

インシデント管理

当社は、当社が認識した当社または当社の情報処理再請負

業者が保管その他の方法により処理する顧客データ（個人データ

を含む。）の偶発的又は不法な破壊、喪失、改変、許可なき開示又

は入手（以下「セキュリティ・インシデント」という。）を、認識後不当

に遅滞することなく貴社に通知する。

https://www.celonis.com/trust-center/
https://www.celonis.com/trust-center/


  

 

 

当社は、かかるセキュリティ・インシデントの原因を特定し、顧

客データの修正及び安全性の確保のため本人に当社が必要とみ

なす当社の支配の範囲内の措置を講じるべく最善の努力を払い、

当社は、不当に遅滞することなく、貴社とかかる措置において協力

する。

当社の義務

当社は、本契約に起因又は関連するデータ保護に関するあ

らゆる問題を貴社に通知する。別紙は、当初指定された者のリスト

を記載している。

当社は、貴社から指示された場合、許容される指示の範囲

内において、顧客データを修正又は消去する。データ保護要件に

従った消去又はこれに対応する処理制限が不可能な場合、当社

は、貴社の指示に基づき、及び本契約において別段の合意がない

限り、データ保護要件に従って、すべてのデータを破壊し、又はこ

れを貴社に返還する。

貴社により指定された特定の場合には、当該顧客データは

保管され又は引き渡される。これに関連する費用及び講じられる保

護手段は、本契約において既に合意されていない限り、別途合意

される。

当社は、プロセシングの終了時に、貴社の指示に基づき、す

べての本データ、キャリアメディア及び他のマテリアルを貴社に返

還し又はこれを削除する。

本人が貴社に対して 条に基づき請求を行った場

合、当社は、可能な場合には、かかる請求への防御について、貴

社の費用で貴社に協力する。



  

 

 

 貴社の義務

貴社は、不当に遅滞することなく、かつ包括的に、当社の作

業結果において貴社が発見したデータ保護規定に関する欠陥又は

異変について、当社に通知する。

本人が当社に対して個人情報の保護に関する法律に違反し

たことに基づき請求を行った場合、貴社は、可能な場合には、かか

る請求への防御について、当社の費用で当社に協力する。

貴社は、本契約に起因又は関連するデータ保護に関するあ

らゆる問題を当社の連絡先に通知する。

 

 

本人の権利

本人が当社に対して訂正、消去又はアクセスを請求し、本人

が提供した情報に基づき、当社が本人と貴社を関連づけることが

できる場合、当社は、不当に遅滞することなく、当該本人を貴社に

対して照会する。本人当社は、可能な場合には、貴社の指示に基

づき合意された範囲内で貴社に協力する。当社は、貴社が本人の

依頼に完全に、正確に、又は速やかに対応しなかった場合におい

ては責任を負わない。

当社は、当社にとって可能な場合には、当事者が合意した範

囲内において、 章に詳述される本人の要求及び請求の充

足並びに 条乃至 条に列挙される義務の履行につい

て貴社に協力する

 

文書化のオプション

当社は、適切な方法により、当社が本 にて合意された

義務を遵守していることを文書化し、要求に応じてかかる文書を提

供する。

貴社が本 に基づく当社の遵守状況の監査を要求する場

合には、かかる監査及び検査は、 日前に書面により通知の上、

多くとも 暦年に 回、通常の業務時間内に、当社の業務を妨害し



  

 

 

 

ない方法で、かつ秘密保持契約の締結を条件として行われるもの

とする。当社は、当社の競合他社である監査役を拒絶することがで

きる。貴社は、ここに、当社による外部の独立監査役の選任に同意

する。ただし、これは、当社が貴社に対して監査報告書の写しを提

供することを条件とする。

当社は、監査の実施にあたり行った協力に係る費用につい

て、本契約においてかかる費用について合意されている場合、そ

の他当事者らが書面で合意している場合は、貴社に対して償還を

請求することができる。

データ保護又は他の監督庁が監査を行う場合にも、上記

項が準用される。当該監督庁が、これに違反すると適用刑事法の

下で処罰されうる職業上の又は法定の秘密保持義務に服する場

合には、秘密保持契約の締結は必要ではない。

 
情報処理再請負業者

当社は、本 に定める場合を除き、本契約に基づく義務

の履行を更に情報処理請負させない。

貴社は、ここに、本契約の履行に関連した、当社による本

の別紙に列挙された情報処理再請負業者の利用について同

意する。当社は、情報処理再請負業者を用いる前に、貴社の事前

の同意を得るものとし、かかる同意は、データ保護法令の遵守に関

連した重大な理由による場合を除いて、留保されてはならないもの

とする。

当社は、かかる情報処理再請負業者との間で、適切なレベ

ルのデータ保護及び情報セキュリティを確保するために必要な契

約条件を締結する。

本契約に別段の定めがある場合を除き、当社は、本 の

条件に基づき直接的に、各情報処理再請負業者につき、当社が本

サービスを行った場合において当社が負うこととなる責任と同程度

の責任を、当社の情報処理再請負業者の作為及び不作為につい



  

 

 

ても負う。

貴社は、当社及び当社の許可された情報処理再請負業者が

本サービスの提供に関連して情報処理再請負業者を起用すること

ができることを了承し、これに同意する。その場合、当社又はそれ

ぞれの情報処理再請負業者は、各情報処理再請負業者との間で

書面による契約を締結し、かかる契約には、当該情報処理再請負

業者が提供する本サービスの性質に適用される範囲において、顧

客データの保護に関し、本契約に定めるもの以上に保護的なデー

タ保護義務を定める。

 

 

 

 

通知義務、必要的書面形式、法の選択

顧客データが、当社の支配下にある間に、破産又は倒産手

続において捜索及び押収、差押命令若しくは没収の対象となり、又

は第三者によるこれに類する事項若しくは方策の対象になった場

合、当社は、不当に遅滞することなく、かかる行為について貴社に

通知する。当社は、不当に遅滞することなく、当該行為に係るすべ

ての関連当事者に対し、当該行為により影響を受けた顧客データ

はすべて専ら貴社の所有に服し、専ら貴社がそれらに対する責任

を有していること、かかる顧客データは貴社が単独で処分できるこ

と、及び貴社は に基づく責任主体であることを通知する。

本 （当社の表明保証及び義務（該当する場合）を含む

が、これに限られない。）の変更も、書面によらない限り、かつ、か

かる変更が本 の条件に適用されることを明示していない限

り、有効でなく、また拘束力を持たない。これは、権利義務の放棄

又は本必要的書面形式の変更にも該当する。

齟齬がある場合、本 の条件が、本契約の条件に優先す

る。本 の個々の条件が無効又は執行不能な場合であっても、

本 のその他の条件はかかる無効又は執行不能により影響を

受けない。

本 は日本法に準拠するものとし、また、当事者らは、本

に起因又は関連するすべての争いについて東京地方裁判所

の専属的管轄に服することに同意する。



  

 

 

 責任

本一般条件における責任の制限条項は、本 において別途明

示的に合意されている場合を除き、適用される。

 
国際間移転

当社が、個人データを日本国外に移転することができる（そ

のグループ会社に移転する場合も含む。）のは、当社が当該移転

に係る十分な安全対策が講じられていることを確保するための、適

用あるデータ保護法令に係る義務を遵守している場合においての

みとする。

は、米国商務省が管理する ・米国間及びス

イス・米国間のプライバシー・シールド・フレームワークについて自

己認証を行い、これを遵守しており、当社は、 が、欧

州経済地域及び／又はスイスから米国に移転された個人データの

プロセシングに関し、 ・米国間及びスイス・米国間のプライバシ

ー・シールド・フレームワークに関する自己認証及びその遵守を維

持することを確保する。 が当社の情報処理再請負業

者として本サービスを提供している限りにおいて、その ・米国間

及びスイス・米国間のプライバシー・シールドに関する自己認証は

本サービスに適用される。

 



  

 

 

別紙

データプロセシングの目的及び範囲

（下記の規定に加えて、場合により発注書の仕様に従う）

 範囲及びデータプロセシング

- クラウドサービス

貴社に指示される通り、氏名及び メールアドレスを、クラウ

ドサービスに記入することができ、これにより、各人に対する

プロセス分析に関するレポートを自動的に送ることができる。

ユーザーネームはクラウドサービスにアップロードされ、その

後匿名化される。貴社はプロセスデータをクラウドサービスに

アップロードできる。このデータは、当社がクラウドサービスの

一部としてホストする貴社の従業員及び 又は顧客の個人

データを含む可能性がある。

- サポートサービス

当社の人員は、サポートサービスの一環として貴社から依頼

を受けた場合、ケースバイケースで貴社のインスタンスにアク

セスでき、又は貴社のクラウドサービスのインスタンスから抽

出した貴社のデータの提供を受けることができる（例えば、

「シャドーイング」）。加えて、サポートサービスチケット（以下

「チケット」という。）を発行する貴社従業員の個人データは、

サポートサービスを管理する目的で貴社により保存される場

合がある。

- オンライントレーニングクラウド

貴社人員の連絡先（ メールアドレス）は、トレーンングマテリ

アルの送信、トレーニングの実施及び認証のために保存さ

れ、利用される。

- プロフェッショナルサービス

プロセッサーの人員は、プロフェッショナルサービスの一環と

してコントローラーから依頼を受けた場合、ケースバイケース

でコントローラーのインスタンスにアクセスでき、コントローラ

ーの施設に入り、又はコントローラーのクラウドサービスのイ



  

 

 

ンスタンスから抽出したコントローラーのデータの提供を受け

ることができる（例えば、「シャドーイング」）。

 
データプロセシングの手続

- クラウドサービス

当社は、第三者のデータセンターで貴社によりアップロード及

び処理されるデータセットを含むクラウドサービスの機能性を

提供する。

- サポートサービス

当社によって用いられるサポートチケッティングツールは、外

部でデータセンターにホストされ、当社の人員によりサポート

チケットを管理する目的で利用される。ユーザーのシャドーイ

ング又はその他サポートサービスの一部として行われるデー

タセットへのアクセスは、貴社によって明示的に要求された場

合にのみ起こる。

- オンライントレーニングクラウド

オンライントレーニングはデータセンターにおいてホストされ

る。トレーニングツールは、招待及び認証を送信するため、及

びその参加を証明するために用いることができる。

- プロフェッショナルサービス

クラウドサービスの実行、構成又は評価のためにプロフェッシ

ョナルサービスを提供する過程において、当社の人員は、個

人データを含む顧客データにアクセスすることができる。

 
データプロセシングの目的

- クラウドサービス

クラウドサービスは、貴社の システムからのデータに基づ

きプロセスを分析するツールを提供する。個人データは、主と

して影響を受ける人物に情報を提供するために用いられる

（例えば、当該人物が定期的な報告を受けたい場合等）。個

人データがプロセス分析に用いられる場合、ユーザーネーム

は匿名化される。

- サポートサービス



  

 

 

貴社のためのサポートサービスの提供を通じたクラウドサー

ビスのサポート

- オンライントレーニングクラウド

オンライントレーニングクラウドサービスの実行及び管理

- プロフェッショナルサービス

クラウドサービスに関する実行、構成及び評価業務

 

- 

貴社の指示に基づき処理されるデータの種類

氏名、識別番号、 メール、ビジネス上の住所、コミュニケーション

データ（例：電話、携帯電話、 メール）、プロセスログデータ、貴社

の システムにおけるユーザーネーム

- 更なるデータ又はデータの種類（明記してください）：

 
本人

- 提供される本サービスに基づく貴社の従業員、顧客、ベンダ

ー、代理人又はコンサルタント

当社の連絡先

、 、

mailto:w.doering@celonis.com
mailto:w.doering@celonis.com


  

 

 

許可された請負業者

謄写は、以下の当社以外の情報処理者を起用することができる

（該当発注書に基づく個々の本サービスに基づいて）

情報処理再請負業者の名

称及び所在地

プロセシングについての説明

フランクフルト、ドイツ

クラウドサービスのホスト及び貴

社により提供されたデータの処

理

ダブリン、アイルランド共和

国

オンライントレーニングクラウド

のホスト

アーバイン、カリフォルニア

州、アメリカ合衆国

サポートチケッティングツールの

サポート業務

アイルランド共和国

クラウドサービスのホスト及び貴

社により提供されたデータの処

理

当社の関連会社（該当する

もの）

、オランダ

、米国

、英国

、コソボ

、ドイツ

当該関連会社の人員を通じた

本サービスのサポート


